
- 1 -

判決言渡 平成２０年７月２３日

平成２０年（ネ）第１００１８号 商標使用権抹消登録・反訴請求控訴事件（原審

・東京地裁平成１８年(ワ)第２０９８５号［本訴］，平成１９年(ワ)第２７７６７

号［反訴］）

口頭弁論終結日 平成２０年６月２３日

判 決

控 訴 人 株 式 会 社 久 永 製 作 所

（一審本訴原告・反訴被告）

訴訟代理人弁護士 山 本 卓 也

同 大 河 内 將 貴

同 内 山 史 隆

補 佐 人 弁 理 士 大 橋 弘

被 控 訴 人 東洋エンタープライズ株式会社

（一審本訴被告・反訴原告）

訴訟代理人弁護士 伊 藤 真

補 佐 人 弁 理 士 野 原 利 雄

主 文

１ 本件控訴を棄却する。

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 控訴の趣旨

１ 原判決中控訴人敗訴部分を取り消す。

２ 被控訴人の反訴請求をいずれも棄却する。

３ 訴訟費用は，第１，２審を通じて，被控訴人の負担とする。

第２ 事案の概要

【略称は原判決の例による。】
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１(1) 控訴人（一審本訴原告・反訴被告）は，昭和２２年３月に設立されたホ

ックの製造販売等を主たる業とする株式会社である。

一方，被控訴人（一審本訴被告・反訴原告）は，昭和４０年１１月に設立

された繊維製品等の国内販売及び輸出入等を目的とする株式会社であり，現

在，約２０のブランド製品を販売している。

(2) 控訴人は，下記の商標権（登録第２４２８２７０号，本件商標権）の商

標権者である。

・商標 ・出願日 昭和５４年７月２日

・登録日 平成４年６月３０日

・存続期間の更新登録

平成１４年６月２６日申請，同年７

月９日登録

・指定商品 旧２１類「ボタン類」であ

ったが，平成１４年８月２１

日書換登録により，第１４類

「カフスボタン」，第２６類

「ボタン類」となった。

(3)ア 控訴人と被控訴人は，平成１０年２月２１日，本件商標権について被

控訴人が下記内容の専用使用権（本件専用使用権）を取得する旨の契約を

締結した（甲３，本件契約。原判決別紙契約内容目録記載のもの）。

・専用使用権者 東洋エンタープライズ株式会社

・地域 日本国内

・指定商品 スライドファスナー

・期間 本件商標権の存続期間満了まで。ただし，本件商標権が更新され

た場合には，更新後についても同様とする。

・契約の対価 １００万円とこれに対する消費税相当分の金額
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イ 上記契約に基づき，平成１０年４月２７日，被控訴人のため，本件商標

権につき下記の専用使用権設定登録がなされた。

・受付年月日 平成１０年２月２７日

・受付番号 ００２２７９

・専用使用権者 東洋エンタープライズ株式会社

・地域 日本国内

・期間 本契約日（平成１０年２月２６日）より本商標権存続期間満了

（平成１４年６月３０日）迄

・内容 指定商品 スライドファスナー

２ 本件は，次の本訴請求と反訴請求とからなる。

(1) 本訴

ア 被控訴人は，原判決別紙商標権目録記載の商標権について原判決別紙登

録目録記載の専用使用権設定登録の抹消登録手続をせよ。

(2) 反訴

イ 控訴人と被控訴人が原判決別紙契約内容目録記載の契約内容による契約

関係にあることを確認する。

ウ 控訴人は被控訴人に対し，原判決別紙商標権目録記載の商標権について

原判決別紙専用使用権目録記載の専用使用権の設定登録手続をせよ。

３ 原審の東京地裁においては，①本件契約は錯誤により無効であるか，②被控

訴人がファスナーに，本件商標を「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」又は「ＵＳＡ」

の文字と共に使用しているが，これは不正使用（商標法５３条１項）であって

その債務不履行を理由に本件契約を解除することができるか等が争点となった

が，平成１９年１２月２６日になされた原判決は，上記①の錯誤による契約無

効の主張及び上記②の契約解除の主張はいずれも認められないと判断した上，

本訴請求については，本件専用使用権の存続期間経過を理由に認容し，上記反

訴請求についても，本件契約は有効に存続しているとしていずれも認容した。
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そこで，原判決に不服の控訴人が控訴を提起したものである。

４ 当審における争点も，原審と同様である。

第３ 当事者の主張

当事者双方の主張は，当審における主張を次のとおり付加するほか，原判決

「事実及び理由」中の「第２ 事案の概要」記載のとおりであるから，これを

引用する。

１ 控訴人

(1) 本件契約の錯誤による無効について

控訴人代表者Ａは，以下のとおり，本件契約を締結する際に契約の相手方

を誤認していたのであり，この控訴人代表者の誤認は，法律行為の要素の錯

誤であるから，本件契約は民法９５条により無効である。

ア 本件契約締結の経緯に関する事実

(ア) 本件契約の締結に至る経緯

ａ 控訴人は，自らのシンボルとして使用していた「ＣＲＯＷＮ」につ

いて，昭和５４年７月２日商標登録出願を行い，平成４年６月３０日

商標登録を受けて使用してきた（本件商標権）。

ｂ その後，平成９年１０月ころ，かねてから控訴人代表者と親交があ

り控訴人と取引もあった「かねだプランニング」の代表であるＢ（以

下「Ｂ」という。）から，本件商標である「ＣＲＯＷＮ」をスライド

ファスナーのスライダー部分に使用したいので使用許諾をして欲しい

との意向をもっている人物がいるという紹介の話があった。

控訴人としては，Ｂの人柄に好感を抱いており，かつ，それまでの

交流のなかでＢに対し多大な恩義を感じていたから，長年にわたり自

らのシンボルとして使用していた本件商標である「ＣＲＯＷＮ」の使

用許諾の申入れを承諾した。

ｃ 上記申入れの後においてもＢの紹介者との間で正式な契約の話は無
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かったものの，控訴人がＢに問い合わせた際には，Ｂは「現在水面下

で進行中である」旨回答した。そこで，控訴人は，正式な契約に向

け，その進行に備えていた。

しかるに，平成１０年１月ころ，Ｂと全く無関係のところで，被控

訴人の意向を受けた野原利雄弁理士より，本件商標登録の出願代理人

であった大橋弘弁理士に対し，本件商標である「ＣＲＯＷＮ」の使用

許諾の申入れがなされた。

そこで，大橋弁理士が，被控訴人から上記申入れがあったことを控

訴人代表者に伝えたところ，同人は，その３か月程前に上記ｂで述べ

たＢからの申入れがあり契約締結に備えていたことから，被控訴人か

らの上記申入れをＢによる紹介の件であると誤認し，大橋弁理士に対

して，被控訴人の上記申入れを承諾するとの回答をしてしまった。そ

のため大橋弁理士は，控訴人の意向を受けて被控訴人の代理人である

野原弁理士に対し，控訴人が本件商標の使用許諾の申入れを承諾する

旨回答した。

以上の経緯で，控訴人と被控訴人との間で，平成１０年２月２１

日，本件契約が締結された。

ｄ その後，平成１０年後半になって，Ｂから控訴人代表者に対して，

本件商標を使用したい者がいるため使用許諾をしてもらいたいとの申

入れがなされた。この申入れがなされた時点で初めて，控訴人代表者

は，本件契約締結に際し，契約の相手方を誤認していたことに気づい

た。

ｅ したがって，控訴人は，被控訴人との間で本件契約を締結するに際

し，上記のとおり契約の相手方を誤認するという重大な錯誤に陥って

いた。

(イ) 平成１５年における交渉
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ａ 上記のとおり，本件契約に際し，契約の相手方を誤認するという重

大な錯誤に気づいた控訴人代表者は，直ちに大橋弁理士にその旨を伝

え，対応策を検討することとした。

このとき，当然のことながら契約の相手方を誤認したことを理由と

する錯誤無効の主張を行うことが検討されたが，被控訴人に強く抵抗

されることが予測されたし，円満かつ紳士的な解決策を模索する方が

望ましいと思われたことから，被控訴人と交渉し，Ｂから紹介のあっ

た有限会社トイズマッコイプロダクト（トイズマッコイ）に対して，

本件商標を使用させることの承諾を得るという方法を採ることとなっ

た。そして，この使用許諾の交渉の結果次第で錯誤無効の主張を検討

することとしたため，控訴人代表者は，この時点で直ちに錯誤無効の

主張を行うという対応を控えた。

ｂ 以上のような方針が定まってから，控訴人代表者及び大橋弁理士

は，被控訴人に対する交渉ないしは錯誤無効の主張の機会をうかがっ

ていたところ，平成１４年７月９日，本件商標の存続期間の更新登録

がなされ，それに伴い，平成１５年５月１５日，被控訴人代理人であ

る野原弁理士から大橋弁理士に対し，本件商標の専用使用権の設定登

録の更新の申入れがなされた。

大橋弁理士及び控訴人は，この被控訴人側の申入れを，上記交渉な

いしは錯誤無効の主張の機会と捉えた。そこでまず，大橋弁理士は，

平成１５年９月１７日付け通知書（甲１３）により，本件契約に際し

て作成された契約書（甲３）第５条において，「乙（被控訴人）は，

前３条の規定に基づいて専用使用権の設定登録を受けた登録商標の使

用を中止した場合には，遅滞なくその旨を甲（控訴人）に報告し，当

該専用使用権の設定登録の抹消手続きを行うものとする。」と規定さ

れていたことから，被控訴人に対し，本件商標の使用状況の確認をし



- 7 -

たい旨通知した。この通知に対し野原弁理士は，平成１５年１０月１

４日，被控訴人の本件商標の使用状況を示す物件として，①スライド

ファスナー（現品）４品（検甲１の１～４），②スライドファスナー

説明書（甲１５），③カタログ（甲１６）を送付してきた（甲１

４）。この①ないし③の物件により，大橋弁理士は，被控訴人による

本件商標の使用の事実を確認したため，契約書第５条に定められた使

用中止による抹消登録手続請求という対応を採ることを断念した。

ｃ その後，平成１５年１０月ころ，Ｂから控訴人代表者に対し，あら

ためて本件商標を使用したい者がいるため，なんとか使用許諾をして

欲しいとの申入れがなされた。そのため，大橋弁理士は，上記ａの方

針に従い，野原弁理士に対し，本件商標の第三者への使用許諾を被控

訴人において承諾することを申し入れた。この申入れに対し，野原弁

理士は，平成１５年１１月１３日付けで，第三者への使用許諾の点に

つき，①第三者への使用許諾は被控訴人の承諾を必要とする，②第三

者への使用許諾によって得た対価は控訴人に帰属する，③第三者への

使用許諾によって生じた一切の権利及び義務は控訴人の責任と負担に

おいて処理する，との条件で承諾するとの回答（甲４）をした。そこ

で，大橋弁理士は，被控訴人による上記条件付承諾があったことを控

訴人代表者に伝え，Ｂの紹介先の社名を連絡して欲しい旨要請した。

その結果，平成１５年１１月１８日，トイズマッコイの代理人である

わかば国際特許事務所の商標部次長Ｃ（以下「Ｃ」という。）から，

紹介先がトイズマッコイであるとの通知（甲５）がなされた。

(ウ) 平成１６年における交渉

ａ 上記(イ)ｃのＣの通知以降，本件商標の使用許諾の交渉は一時中断

されていた。

しかし，平成１６年５月２６日，Ｃより，トイズマッコイに対する
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本件商標の使用許諾の件についての被控訴人との交渉を大橋弁理士に

依頼する旨の申入れがなされた（甲６）。

ｂ 上記の申入れにより，大橋弁理士は，平成１６年６月１１日，上記

(イ)ｃの被控訴人による平成１５年１１月１３日付け回答に対する回

答（甲７）をして交渉を再開するとともに，野原弁理士及びＣの双方

に対し，以後は当事者間において直接交渉することを要請した。

なお，大橋弁理士は，被控訴人に対する上記の回答において，初め

て書面によって，本件契約に際し控訴人が契約の相手方を誤認すると

いう錯誤に陥っていたという経緯を通知した。

しかし，錯誤による無効の経緯について，書面によって通知したの

はそのときが初めてであったが，このときまでにすでに大橋弁理士

は，野原弁理士に対し，本件契約の際に控訴人に錯誤があったことを

口頭で通知していた。

ｃ 以後，被控訴人とトイズマッコイは，直接交渉を開始し（甲９），

契約書案を作成するまでに至った（甲１０の１・２，１１）が，それ

以降は交渉に進展はなかった。

(エ) その後の平成１８年９月２１日，本件訴訟が提起されるに至った。

イ 上記ア(ア)で述べたとおり，本件契約の締結に際し，控訴人は契約の相

手方を誤認していたから，本件契約は控訴人の錯誤に基づくものである。

この点について，原判決は，「原告は，被告を相手方であると正しく認

識し，その上で被告との間で綿密な交渉をして本件契約を締結したのであ

り，原告に相手方の点について要素の錯誤が生じたとみる余地はない。」

（１８頁１２行～１４行）との判断をしている。

しかし，控訴人が本件契約の相手方を誤認したことに気づいたのは，平

成１０年後半に，Ｂより再度の使用許諾の申入れがなされた時点のことで

あり，本件契約が締結された平成１０年２月２１日から半年以上経過して
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からのことである。

そして，平成１０年後半に契約の相手方を誤認していたことに気づいて

以降，事態を円満かつ紳士的に解決すべく，原判決のいうところの「綿密

な交渉」を開始したのであって，本件契約締結の時点で控訴人が契約の相

手方を正しく認識していたという事実はなかった。

加えて，控訴人は，本件契約に際して契約の相手方を誤認していたこと

に気づき，交渉を開始してから，錯誤無効を理由とする本件訴訟の提起ま

で，あくまで円満な解決を図ることを優先し，錯誤無効の主張を控えてい

たに過ぎず，本件契約について明示ないしは黙示の追認をしたという事実

も存しない。

以上のとおり，控訴人が契約の相手方を正しく認識して契約を締結した

とする原判決の判断は，事実誤認にほかならない。

ウ 本件で控訴人が陥った錯誤は，以下に述べるとおり，きわめて重大なも

のであって，法律行為の要素の錯誤に該当する。

(ア) 本件において，控訴人が被控訴人と締結した契約は，商標権の専用

使用権設定契約である。専用使用権の設定を受けた使用権者は，設定契

約で定められた範囲内において，指定商品又は指定役務について登録商

標の使用をする権利を専有することになる（商標法３０条２項）。この

専用使用権は，物権的な権利であり，排他性を有しているものであっ

て，いったん設定した後は，その範囲内においては，商標権者ですらそ

の登録商標を使用することができなくなるものである。

加えて，商標権者には使用権者による登録商標の使用を監督する義務

が課されている。すなわち，商標法５３条は，専用使用権者がその商標

の品質若しくは役務の質の誤認又は他人の業務に係る商品若しくは役務

と混同を生ずるものをしたときは，５年間にわたり何人もその商標登録

を審判により取り消し得ることとしている。これは，このような行為が
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他人の権利を侵害し，一般公衆の利益を害するものであることから，使

用権者のみならず商標権者に対しても制裁を課すことにより，第三者の

権利及び一般公衆の利益を保護とする趣旨である。

(イ) 控訴人が本件契約によって商標権の専用使用権を設定したというこ

とは，上記のような登録商標の使用についての重大な制約と，使用権者

に対する厳格な監督義務を自らに課すということを意味する。にもかか

わらず，控訴人が本件商標である「ＣＲＯＷＮ」について，専用使用権

の設定を行おうとしたのは，控訴人代表者と親交があり，かつ，多大な

恩義を感じていたＢの紹介先であったからにほかならない。控訴人は，

Ｂからの紹介先であるからこそ，自らのシンボルを使用させるだけの信

頼に足りる人物であると判断したのである。そして，上記のとおり専用

使用権を設定した商標権者は使用権者の使用について厳格な監督義務を

負う以上，使用権者が正当使用義務を果たす者であるか否かは，商標権

者にとってきわめて重大な問題である。仮に，控訴人が本件契約に際

し，契約の相手方がＢの紹介先ではないということに気づいていれば，

自らのシンボルである「ＣＲＯＷＮ」について，取消審判の危険にさら

されてまで使用許諾をするはずがなかった。

(ウ) したがって，本件契約の締結に際し，控訴人が契約の相手方を誤認

していたという事実は，法律行為の要素の錯誤であり，原判決の「単な

る経緯や人間行動の動機とは言い得ても，法律行為の動機になり得るも

のではない」（１８頁１８行～１９行）との判断は，法解釈を誤るもの

である。

(2) 本件契約解除の有効性について

ア 被控訴人による本件商標の正当使用義務違反行為

(ア) 上記(1)ア(イ)ｂのとおり，野原弁理士が平成１５年１０月１４日

被控訴人の本件商標の使用状況を示す物件として送付してきた物件を精
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査したところ，以下に述べる事実が明らかとなった。

ａ 被控訴人の商品であるフライトジャケットにおいて使用されている

①スライドファスナー（検甲１の１～４）のスライダー本体部分表側

又はプル部分表側に本件商標が，同裏側に「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ

ＩＮ ＵＳＡ」の文字がそれぞれ刻印されている（甲１６の１～１

２，乙２６，検甲１の１～４）。

ｂ 本件ファスナーに付された下げ札には，表側に「ＣＲＯＷＮ ＳＬ

ＩＤＥ ＦＡＳＴＥＮＥＲ」として，「ＣＲＯＷＮ」の文字が刻印さ

れたファスナー表側の写真が掲載され，その下には，「ＣＲＯＷＮ」

に被控訴人の専用使用権の登録がされていることが英文で記載されて

いる。同下げ札の裏側には，「ＣＲＯＷＮ（商標登録番号 第２４２

８２７０号）とは，ＴＯＹＯ ＥＮＴＥＲＰＲＩＳＥ ＣＯ．，ＬＴ

Ｄ．が，現代に甦らせた幻のＺＩＰＰＥＲの商標です。１９３０年

代，米陸軍航空隊のＡ－２ジャケットにＣＲＯＷＮ初期のシェブロン

型ＺＩＰＰＥＲが使用されて以後，厳しいミルスペック管理の基で製

造された堅牢度の高いＣＲＯＷＮは，…１９６０年代末には，安価な

ＺＩＰＰＥＲにその座を譲り，幻のＺＩＰＰＥＲとなってしまいまし

た。…この独特な機能と美しいデザインを兼ね備えたスライダーを，

当時のパーツとリニューアルされた復刻パーツとを組み合わせ，現代

に甦らせました。」と記載されている（甲１５）。

ｃ 被控訴人の商品カタログ（甲１６の１～１２）の説明の中に，ファ

スナーの使用について，「フロントファスナー：クラウン社製スプリ

ングカムロック式」（甲１６の３～１２）の記載がある。

ｄ その他にも，被控訴人のホームページにおける商品紹介において，

スライドファスナーの写真と，その写真についての「クラウン社製ス

プリングカムロック式ジッパー」との説明（甲２２の１，２５）や，
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「クラウン・シェブロンジッパー」との説明（甲２２の２）がある。

(イ) 上記のような被控訴人の本件商標の使用の事実は，当該スライドフ

ァスナーが，アメリカ製のファスナーであるとの誤解を生じさせるもの

であって，生産地虚偽表示に該当し，消費者にとって出所の混同を招く

ものである。

のみならず，上記の使用の事実は，被控訴人の商品が，クラウン社製

のジッパーが使用されていた当時の製品，すなわちヴィンテージ品であ

るかのごとき誤解を生じさせるものであって，消費者にとって商品の品

質の誤認を引き起こすものである。米軍フライトジャケットのヴィンテ

ージ品が現実に流通していることからすると，「被控訴人からの直接の

購入者」であっても，品質等の誤認のおそれはないとはいえないし，直

接の購入者から転々譲渡を受けた取得者（「post-sales confusion」）

であれば，品質等の誤認をするおそれは相当高いと認められる。

したがって，被控訴人の本件商標の正当使用義務に違反する行為であ

り，商標法５３条により取消審判の対象となりかねない行為である。

原判決は，「『ＣＲＯＷＮ』と『ＵＳＡ』又は『ＭＡＤＥ ＩＮ Ｕ

ＳＡ』とが全体として一の商標を構成し，商標法５３条１項にいう『登

録商標に類似する商標』に当たると認めることは，困難である。」（２

３頁６行～８行）と判断しているが，本件スライドファスナーのよう

に，その表側に本件商標である「ＣＲＯＷＮ」の文字が，裏側に「ＵＳ

Ａ」若しくは「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の文字が，それぞれ刻印され

ていれば，その刻印を別個のものと捉えるのではなく，表裏一体のもの

として捉えるのが通常である。そして，商品の表側と裏側に両者の刻印

が揃うことで，アメリカのクラウン社を認識している者はもとより，た

とえ同社の存在を認識していない者でさえも，本件スライドファスナー

が，アメリカのクラウン社の製品であるとの認識を抱いてしまうのが自
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然である。

そして，被控訴人は，昭和４０年以来，日本国内向けの衣料品の製造

及び販売を目的とした事業を展開し，現在，約２０のブランド製品を販

売するに至っている株式会社であることからすれば，自らの商品が，生

産地虚偽表示等に該当するものであることを十分に認識した上で，当該

スライドファスナーの制作，使用，宣伝を行っていたものである。

イ 被控訴人による信頼関係の破壊と控訴人による本件契約の解除

(ア) 商標法５３条は，自由な商標使用許諾制度による弊害を防止するた

めに，使用権者に対し正当使用義務を課すとともに，商標権者に対し使

用権者の監督をする義務を課したものである。そして，この義務に違反

する行為があった場合，商標権者は，５年間の間，何人からも取消審判

を請求されうるという重大な制裁が課されることになる。

このような商標法５３条の取消審判制度の趣旨に鑑みれば，商標権者

の使用権者に対する監督義務及びそれに基づく是正手段は，消費者を保

護するための予防的措置の性格を有するものである。

(イ) しかるに，被控訴人は，上記アで述べたように，本件商標につい

て，その正当使用義務に著しく反する使用行為を行ったものであって，

控訴人を，５年間にわたり取消審判請求を提起され得る危険にさらした

ものであり，控訴人との間の信頼関係を破壊する背信行為を行ったもの

にほかならない。

そのため，控訴人は被控訴人の正当使用義務違反行為による背信的な

契約違反を理由に，平成１８年１１月１３日付け原審第一準備書面（平

成１８年１１月１４日第２回弁論準備手続期日陳述）により，本件契約

を解除するとの意思表示を行った。

この控訴人による解除の主張に対し，被控訴人は，被控訴人による本

件商標の使用は，商標法５３条の正当使用義務に違反するものではない
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との主張をし，争う態度を示した。

さらに，平成１９年３月２７日の原審における第４回弁論準備手続期

日において，被控訴人は，控訴人から，上記アで述べた本件商標の使用

態様の停止の催告を受け，かつ，裁判所からも同趣旨の要請を受けたこ

とにより，被控訴人商品に刻印された「ＵＳＡ」及び「ＭＡＤＥ ＩＮ

ＵＳＡ」の文字の使用を停止し，何時から停止したかを明確にすると

して，いったんは控訴人の上記催告及び裁判所の上記要請に従うかのよ

うな態度を示した。

しかし，その後の対応として，被控訴人は，平成１９年５月１５日付

け被告準備書面(3)において「平成１９年３月２８日に，『ＵＳＡ』及

び『ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ』の文字を削除するよう製造を委嘱してい

る部品メーカーに指示済みである。」と主張したにもかかわらず，それ

を裏付ける客観的証拠を一切提出することがなかった。そもそも，被控

訴人が製造を委嘱している部品メーカーと主張している「山崎商事株式

会社」は，「服飾付属品製造卸総合商社」であり（乙２８，３１，３

２），「山崎商事株式会社」自身がファスナーの製造を行っているとは

考えられず，ファスナーのメーカーに対し現実に「ＵＳＡ」及び「ＭＡ

ＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の文字の削除を指示したかは不明である。

のみならず，被控訴人は，控訴人が催告した上記ア(ア)ｃのカタログ

の商品説明の中の「クラウン社製スプリングカムロック式」という記載

（甲１６の３～１２）の修正に応じず，また，上記ア(ア)ｄのホームペ

ージ上の「クラウン社製スプリングカムロック式」「クラウン・シェブ

ロンジッパー」という記載（甲２２の１・２，２５）を削除することも

なかったのであり，依然として本件商標の正当使用義務に違反する行為

を継続していた。

このような行為は，商標権者である控訴人の監督に反し，控訴人に対
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する背信的行為の上にまた背信的な使用行為を行ったものであって，控

訴人との間の信頼関係を踏みにじる，きわめて悪質といわざるを得ない

ものである。そこで，控訴人は，平成１９年５月２９日付け内容証明郵

便により，被控訴人の正当使用義務違反行為を理由に，改めて本件契約

を解除する旨の意思表示を行った。

(ウ) その後，被控訴人が一応の是正措置を採ったことにより（乙２

１），部品メーカーより，「ＵＳＡ」及び「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」

の刻印のないファスナーが納品されることとなったため，被控訴人の商

品については，２００７年秋冬ものの一部のジャケットと２００８年春

物以降のジャケットにおいては，「ＵＳＡ」及び「ＭＡＤＥ ＩＮ Ｕ

ＳＡ」の刻印のないファスナーが付されることとなっていた。

しかし，被控訴人は，平成１９年７月２３日付け被告準備書面(5)で

主張するように，「２００７年秋冬物のジャケットについては，昨年９

月から１月に発注して納品されたファスナーを使用し縫製された商品で

あること，既に完成済みで出荷が開始されていること，また，これらの

商品は，事前に行われた展示会での一括受注で，全てが委託販売ではな

く買い取り販売であることなどの事情から，『ＵＳＡ』等の刻印がされ

たファスナーが取り付けられていて，これを是正することは現実問題と

してできない。」として，本件商標の正当使用義務に違反して生産され

た商品が流通してしまう事態を黙認する態度を示した。そして，被控訴

人は，それ以降において「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の

文字が刻印された本件ファスナーが使用されたままとなっている上記商

品について，回収措置を講じる等，専用使用権者に課せられた正当使用

義務に全うする行為を一切行っていない。

(エ) 以上のように，被控訴人の本件商標の使用状況及び控訴人に対する

対応は，控訴人と被控訴人との間の信頼関係を著しく破壊するものであ
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り，重大な背信的行為と評価するに余りある極めて悪質なものである。

このような被控訴人の本件商標の不正使用の事実及び控訴人に対する背

信的行為に対して，控訴人がその監督義務の履行として是正を図る手段

としては，もはや被控訴人との間の本件契約を解除する以外に術はない

のであり，控訴人の解除の主張を認めることが，法秩序維持という公益

的要請を担う裁判所の役目でもあるのである。

したがって，上記の２度にわたる解除の意思表示により，本件契約は

有効に解除された。

ウ 原判決の認定する背信性の評価障害事実に対し

(ア) 原判決は，被控訴人の行為の背信性の評価を障害する事実として，

「(イ) 被告は，米軍のフライトジャケット愛好家のために，その細部

に至るまで忠実に再現しようとして，本件ファスナーの裏側の『ＵＳＡ

』や『ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ』の刻印まで再現したものである…。そ

して，被告は，被告商品を復刻品であると明示して販売している…。」

という事実を認定している（２４頁１０行～１４行）。

しかし，本件商標である「ＣＲＯＷＮ」をスライダーの表側部分に刻

印し，その裏側に「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の刻印を

することにより，表側部分と裏側部分の刻印が相まって，一般消費者は

もとより愛好家でさえも，当該ファスナーがアメリカのクラウン社の製

品であるとの認識を抱き，ひいてはそのファスナーを使用したフライト

ジャケットが米軍使用のヴィンテージ品であるとの認識を抱くことにな

るのが通常であることは，前記ア(イ)で述べたとおりである。

たとえそのようなファスナーの制作の動機・目的がヴィンテージ品を

細部に至るまで忠実に復刻するというものであったとしても，消費者を

して出所の誤認ないしは品質の誤認を引き起こす危険があるという客観

的事実に変わりはない。加えて，復刻品と明示して販売していることが
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商標法上や不正競争防止法上それを許容する独自の法理があるわけでは

ないということは原判決自身認めていることである（原判決２３頁１８

行～１９行）。

また，上記ア(イ)のとおり，被控訴人は，フライトジャケット等の商

品の宣伝・販売に際し，そのカタログ等における商品の各種説明におい

て，「クラウン社製スプリングカムロック式ジッパー」，「クラウン・

シェブロンジッパー」と記載しているのであり，本件商標を使用したフ

ァスナーがあたかも「アメリカのクラウン社製ジッパー」であるかのご

とき説明を行っている。

そして，「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の文字が刻印さ

れた本件ファスナーが使用されたジャケットに関しては，消費者の意

見，感想を聞くための返信用葉書が１万通ほど返信されている（乙２

２，２５）。このような葉書の返信率が数パーセント程度であるとの経

験則に照らせば，上記ジャケットの流通量は，少なく見積もっても数十

万着ほどに上るはずである。そうであれば，「直接の購入者から転々譲

渡を受けた取得者」まで含めた上記ジャケットの流通量はかなりの規模

であることが容易に予想される。加えて，上記イ(ウ)で述べたとおり，

依然として被控訴人の一部商品において，「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ

ＩＮ ＵＳＡ」の文字が使用され，その回収すら計られていないことか

らすれば，今後さらに「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の文

字が刻印されたファスナーを使用したジャケットが流通してしまうので

ある。このような状況からすれば，本件商標の不正使用による品質の誤

認を引き起こす危険は，原判決が「品質等の誤認をするおそれは相当高

い」（２４頁３行～４行）とする以上に計り知れない規模になるもので

ある。

したがって，被控訴人の商品は，結局のところ，真正な米軍使用のヴ
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ィンテージ品のフライトジャケットを模造すべく，そのための手段とし

て，本件商標の不正使用によってクラウン社製のファスナーを使用して

いるかのごとく装ったものに過ぎない。そして，そのことによって，上

記に述べたとおり，きわめて甚大な品質誤認の危険を惹起しているので

あって，細部まで忠実に再現するとの動機・目的によって被控訴人の本

件商標の使用が正当化されるものではない。原判決が認定する上記事実

は，被控訴人の行為の背信性の評価を障害する事実とはいえないもので

ある。

(イ) 原判決は，被控訴人の行為の背信性の評価を障害する事実として，

「(ウ) 本件ファスナーのようにスライダーの本体部分裏側又はプル

部分裏側の『ＵＳＡ』や『ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ』の刻印まで再現し

た復刻品が不正競争防止法２条１項１３号の要件を満たす可能性がある

ことは，被告が本件契約を締結した平成１０年２月当時，一義的に明確

であったとはいえない。事実，原告は，平成１５年１０月に『ＵＳＡ』

等と刻印された本件ファスナーを被告から受領しながら，そのような使

用の中止を求めていないし，原告が本訴においてそのような使用を問題

にしたのも，平成１８年１１月１３日からである…。」と認定している

（２４頁１５行～２２行）。

しかし，日本製の商品であるにもかかわらず，「ＵＳＡ」又は「ＭＡ

ＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の刻印を施せば，通常人は，当該商品がアメリカ

製の商品であるとの認識を抱くであろうことは客観的に明らかな事実で

あり，このことは本件契約の締結時の平成１０年２月当時，一義的に明

確であるか否かなどと時的因子が問題となるものではない。

また，控訴人が平成１５年１０月に本件ファスナーの送付を受けたの

は，単に本件商標である「ＣＲＯＷＮ」の使用の有無という事実を確認

する目的から出たことであり，被控訴人の正当使用義務違反の事実を確
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認する目的があったからではない。加えて，「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ

ＩＮ ＵＳＡ」の刻印により，控訴人ですら，被控訴人がアメリカ製

の輸入製品に本件商標である「ＣＲＯＷＮ」を使用していると誤認して

しまったのである。そのため，本件訴訟に際し，あらためて本件ファス

ナーを精査するまで，被控訴人の正当使用義務違反の事実を認識でき

ず，使用の中止を求める等の是正措置を講じることができなかったので

ある。

したがって，原判決が認定する上記事実は，被控訴人の行為の背信性

を障害する事実たり得ないものである。

(ウ) 原判決は，被控訴人の行為の背信性の評価を障害する事実として，

「(エ)被告は，遅くとも原告が是正を求めたと主張する平成１９年３月

２９日から，金型より『ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ』及び『ＵＳＡ』を削

除する措置を採っており，カタログにおける『クラウン社製スプリング

カムロック式』等の表示も取り止める措置を採っており…，その措置が

不相当に遅延したものとまで認めることはできない。」と認定している

（２４頁２３行～２５頁１行）。

しかし，上記イ(ア)のとおり，商標権の専用使用権設定契約において

は，商標権者に対し，使用権者の使用を監督する義務を課すことによ

り，消費者を保護し，もって一般公衆の利益を保護するという極めて公

益的な要請がある。だからこそ，使用権者の正当使用義務違反をもっ

て，商標権者に対し，何人からも商標権自体が取り消されるという制裁

が科されている。そして，この取消審判は，使用権者の正当使用義務違

反の事実がなくなったとしても，５年間は取消審判の請求が可能である

とされている。

このような消費者保護というきわめて公益的な要請に基づく取消審判

制度の存在に鑑みれば，商標権の専用使用権設定契約においては，民法



- 20 -

上の賃貸借契約の場合とは異なり，契約解除の意思表示後に是正措置が

採られたことは何ら信頼関係の回復に資する行為とはならない。

しかも，控訴人による本件契約の解除は，上記イ(イ)のとおり，平成

１８年１１月１８日付け第一準備書面によって行われたものであり，裁

判手続の上で行われたものである。にもかかわらず，上記イ(イ)のとお

り，被控訴人が控訴人の商標法５３条の主張について争う姿勢を示した

ため，平成１９年３月２７日の本件弁論準備手続期日において，控訴人

によって被控訴人の本件商標の使用態様の停止の催告がなされただけで

なく，裁判所までも本件ファスナーの「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ

ＵＳＡ」の文字の刻印の使用を停止するように要請したのである。こ

れは，単に当事者間の紛争を解決するという目的だけでなく，消費者保

護の趣旨に基づく商標権者の監督義務を果たすべく行われた催告であ

り，かつ，司法に求められている法秩序維持という要請の現れに他なら

ないものであったのである。ところが，被控訴人は，上記イ(イ)のとお

り，この控訴人及び裁判所の催告までをも無視し，依然として本件商標

を不正に使用に使用し，出所の混同ないしは品質の誤認を引き起こす危

険のある宣伝活動を４か月以上にもわたって行った。そればかりか，な

おも「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の刻印を削除しなかっ

たことから，２００７年秋冬物ジャケットにおいて依然として当該刻印

の入ったファスナーが使用された商品を流通させるに至っており，その

商品の回収を図る等の措置を一切講じていないのである。

このように，被控訴人による本件商標の不正使用によって惹起された

品質誤認の危険がすでに甚大なものとなっていることからすれば，被控

訴人の措置が不相当に遅延した措置であることは明らかである。しか

も，この被控訴人の是正措置は，自主的な判断によって行われた措置と

はいえず，あくまで控訴人の再三の催告及び裁判所の要請によってよう
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やく行われたに過ぎず，それですら，被控訴人の不誠実な態度により対

応が遅れたものである。

さらに，被控訴人が現実に「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳ

Ａ」の文字の削除を指示し，本件商標の不正使用を停止する是正措置を

採ったかはいまだ判然としない状態である。それに加えて，被控訴人

は，本件ファスナーを使用した商品について，回収措置等を一切行って

いない。

したがって，原判決が認定する上記事実は，被控訴人の行為の背信性

の評価を障害する事実たり得ないものである。

エ 以上のとおり，被控訴人は，本件商標につき，その正当使用義務に違反

した使用を行っていたものであり，その義務違反は，控訴人との間の信頼

関係を破壊するものであることは明らかである。そして，被控訴人の正当

使用義務違反の背信性を障害するだけの事実は存しないことからすれば，

控訴人による２度にわたる解除の意思表示により，本件契約は有効に解除

されたものである。

(3) 反訴請求について

前記(1)及び(2)で述べたとおり，本件契約は錯誤に基づくものであって無

効であり，仮に錯誤無効の主張が認められない場合でも，被控訴人の本件商

標権の正当使用義務違反に基づき有効に解除されている。

したがって，被控訴人の反訴請求はいずれも棄却されるべきである。

２ 被控訴人

(1) 本件契約の錯誤による無効の主張に対し

ア 本件契約の締結に至る経緯

(ア) 本件契約は，被控訴人が代理人を介して，事前に電話をした上で，

平成９年１０月８日に本件商標の使用許諾を文書で申し入れたことから

始まり，その後，被控訴人が提示した原案に対して控訴人から修正案が
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示されるなど，契約骨子について何度も話し合いが持たれ，最終的に，

平成１０年２月２１日に締結されたものである。

このように，本件契約が締結されるまでには，およそ５か月の期間を

要し，その間，文書による数々のやりとりがあり，被控訴人の「会社概

要書」も提示している。また，その後においても，控訴人は，被控訴人

の社名や代表名等が記された「領収書」「専用使用権設定契約書」「単

独申請承諾書」に代表印を押印した上で発行している。

このような経緯からして，控訴人は，契約相手方を正しく認識してい

たことは明らかであり，「契約の相手方を間違えた」などとの控訴人の

主張は，認められるものではない。

(イ) 控訴人は，Ｂとの関係について説明し，その親交の深さを強調する

が，本件契約の交渉開始から締結に至るまでの５か月以上の間，取引関

係もあり親交も深いＢとの間で本件契約に関して全く話題にならなかっ

たこと自体が極めて不自然で，「平成１０年後半になって，契約の相手

方を誤認していたことに気づいた。」などとする控訴人の主張は，信じ

難いところである。

なお，被控訴人が本件商標の使用許諾を最初に申し入れたのは，文書

による申入れをした「平成９年１０月８日」以前（電話）であって，控

訴人がいう「平成１０年１月ころ」ではない。

(ウ) そもそも，被控訴人はＢについては全く知らず，まして，控訴人と

Ｂとの関係や話合いの内容については知る由もない。

イ 平成１５年の交渉

(ア) 控訴人は，契約締結から５年以上もの間，被控訴人に錯誤があった

ことを伝えなかったのは，「円満かつ紳士的な解決策を模索する方が望

ましいと思われたことから」という。しかし，被控訴人は，控訴人から

のＢによる紹介会社「トイズマッコイ」に使用許諾をして欲しいとの申
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し入れを承諾し，しかも，同社からの使用料は控訴人が受領してよいこ

と，その上，被控訴人が本件商標権の更新登録毎に１００万円の追加金

を支払うことまで同意しているのである。

このように，被控訴人は，理不尽とも思える控訴人からの要求を可能

な限り受け入れ，また，原審における和解協議の中でも，同様の条件を

受け入れる意向を示していたのである。にもかかわらず，控訴人は一方

的に和解協議を打ち切ったのである。

このような一連の経緯からしても，控訴人には，当初から「円満かつ

紳士的な解決策を模索」する意思など全くなかったことは明らかで，本

件訴訟における控訴人の主張は，被控訴人との間で本件契約を終了さ

せ，より有利な相手と契約したいがための口実にすぎないことは明白で

ある。

(イ) 控訴人は，平成１５年５月１５日に被控訴人が本件契約第２条に基

づき専用使用権の再設定の申し入れた際，これについては何ら応答する

ことなく，いきなり，平成１５年９月１７日に，本件契約第５条に基づ

き，本件商標の使用事実の立証を内容証明郵便をもって求めてきた。こ

れに対し，被控訴人は，平成１５年１０月１４日に，本件商標の使用事

実を示す資料を回答書とともに送ったところ，控訴人は，第三者への使

用許諾と追加契約金の支払を求めてきた（この時点では，第三者が誰で

あるか示されていない）。

したがって，万一，控訴人側に本件契約の相手方につき錯誤があった

にしても，契約金を受領し，長年にわたり本件契約を継続し，また，本

件契約が有効であることを当然の前提として，本件商標の使用事実の立

証を求め，かつ，専用使用権についての通常使用権の第三者への許諾を

求めてきたことは，少なくとも控訴人は，被控訴人との間で本件契約が

有効であることを承認していたのである。
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(ウ) 被控訴人としては，控訴人との円満な関係を維持していくという観

点に立って，本来応ずる必要のない第三者への使用許諾について承諾す

ること（しかも，対価を控訴人に帰属させることも認める）を予定し，

なおかつ，契約金の追加支払にも応ずるという，控訴人の立場を最大限

に尊重した回答をしている。しかるに，控訴人からは何の連絡もなかっ

た。

ウ 平成１６年の交渉

その後，８か月近くが経過した平成１６年６月１１日に文書が送付され

てきて，使用許諾の申出が再度なされるに至った。この時初めて，許諾し

たい第三者が「トイズマッコイ」であることが示された。

被控訴人は，時間の経過はあるものの，基本的に上記した観点に立って

対応することとし，その旨をＣに伝え，その際，本件商標権は更新されて

いるので，改めて本件商標権につき専用使用権の設定登録を行い，これに

通常使用権の登録手続を行う必要がある旨を伝えた。

ところが，その後，再び，控訴人側からもトイズマッコイ側からも何の

連絡もないまま，この話は立消えとなっていたところ，それから２年以上

経過した後，突然，事前に何らの連絡もなされずに，本件訴訟が提起され

るに至った。

被控訴人は，この間の控訴人側やトイズマッコイ側の事情について知る

由もなく，本件訴訟が提起されるまで，控訴人から本件契約の錯誤無効の

意思表示を受けたことは一切ない。

エ 以上のとおり，相手方の点について錯誤があったという控訴人の主張

は，認められないものである。

オ なお，仮に，相手方について何らかの錯誤が生じていたとしても，上記

のとおり，控訴人とＢとの関係やトイズマッコイとの関係などは何ら表示

されていなかったのであり，要素の錯誤たり得ないものである。
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また，このような錯誤は，控訴人自身の重大な過失によるものというべ

きで，控訴人は，本件契約の無効を主張することはできない。

(2) 本件契約解除の有効性の主張に対し

ア 商標法５３条該当性につき

商標法５３条は，使用許諾制度の濫用による弊害を防止するために導入

された規定で，商標権者及び使用権者間における商品の誤認混同を防止す

ることを主旨とする。しかし，同条は，商標の使用とは直接関係のない表

記や事柄についてまでその是非を定めるものではない。

控訴人が指摘する「ＵＳＡ」等の表示は，本件ファスナーのスライダー

部分裏面に刻印されているもので，同表面に大きく刻印されている本件商

標「ＣＲＯＷＮ」とは関係のない構成となっている。したがって，原判決

の「『ＣＲＯＷＮ』と『ＵＳＡ』又は『ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ』とが全

体として一の商標を構成し，商標法５３条１項にいう『登録商標に類似す

る商標』に当たると認めることは，困難である。」（２３頁６行～８行）

とした判断は，正当である。

イ 不正競争防止法２条１項１３号該当性につき

原判決は，商標法第５３条該当性を否定しながらも，「しかしながら，

プル部分の裏側の『ＵＳＡ』等の表示は，不正競争防止法２条１項１３号

の原産地等誤認惹起行為に該当する可能性がある。」（２３頁９行～１０

行）と判示する。この点に関し，被控訴人の使用に至る経緯，使用の状

況，復刻品という商品の特殊性，被控訴人商品の市場での評価，アメリカ

ンカジュアル衣料業界における事情等々に基づく主張が採用されなかった

ことについては残念であるが，仮に，不正競争防止法２条１項１３号に該

当する可能性のある行為であったとしても，次のウで述べるとおり対応す

る措置を行っている。

ウ 被控訴人の対応等につき
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(ア) 被控訴人が本件ファスナーのスライダー部裏面に「ＵＳＡ」等の文

字を刻印したのは，本件ファスナーが取り付けられている被控訴人の商

品（フライトジャケット）について，品質や機能においてはもちろん，

デザイン的にも原型品（旧米軍の軍用服）をより忠実に再現しようとす

る復刻品本来の理念及び当業界の慣習に基づくもので，エンブレムやス

テッチ，又は「U.S.AIR FORCE」の文字等の米国的図柄や文字と同様に，

デザイン要素の一つとして考え，その再現にこだわった結果であるにす

ぎない。

そして，被控訴人は，被控訴人の商品（フライトジャケット）及び本

件ファスナーがヴィンテージ品若しくは消滅した米国クラウン社製のデ

ッドストック物であるかのような販売方法を採ったことは一切なく，商

品の宣伝や販売に当たっては，すべての場面において，復刻品であるこ

とを例外なく銘打っているのである。また，１部品である本件ファスナ

ー（単体での販売は，修理交換用を除き行っていない）に刻印した「Ｃ

ＲＯＷＮ」商標の使用についても，消滅した米国クラウン社の商標との

違いを明確にするため，商品説明書やパンフレットにおいて，本件商標

権（登録第２４２８２７０号）についての専用使用権に基づくものであ

ることを明記している。

(イ) 被控訴人は，本件訴訟途中において，控訴人からその指摘を受ける

まで，このスライダー裏面に小さく刻印された「ＵＳＡ」等の文字が原

産地表示に当たるとの認識は全く持ち合わせていなかったというのが正

直なところである。もちろん，商品の販売開始から現在に至るまで取引

者や需用者からもそのような疑問や指摘を受けたことは一切なく，ま

た，平成１５年１０月に，本件ファスナー現品，同説明書，同カタログ

を控訴人に送った際にも，控訴人からそのような指摘を受けることはな

かった。さらにいえば，本件訴訟が提起された時点においても控訴人か
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ら 同様の指摘はなかったのであり，当該表示が原産国につき誤認混同

を招くとの指摘を受けたのは，和解協議や審理の流れの中で，控訴人が

予備的請求原因を追加してきた時が初めてである。

(ウ) 控訴人の指摘を受け，その指摘の正否はともかく，被控訴人は，平

成１９年３月２９日に，本件ファスナーの製造委託をしている山崎商事

株式会社に，スライダーの裏面に刻印されている「ＵＳＡ」等の文字を

削除するよう指示を出し，そのサンプルも控訴人に提示している。この

措置は，控訴人が平成１９年５月２９日付で，本件契約の解除を内容証

明郵便で通知してきた以前の対応である。

また，被控訴人のホームページの表記についても，商品の特徴や機構

を説明する中で，消滅したクラウン社のことや，原型となった同社商品

を説明する必要から使ったもので，特に問題があるとは思わなかった

が，「クラウン社製」との文字を削除するなど可能な限りの措置をとっ

た。

(エ) このように，被控訴人は，契約締結から現在に至るまで，でき得る

限り控訴人の要求に応えてきたのであって，本件契約関係につき背信的

行為があったなどということは決してない。

本件訴訟における控訴人の主張は，被控訴人との間で締結した本件契

約を終了させ，より有利な相手と契約したいがための口実であって，ト

イズマッコイに対する使用許諾を得られただけでは，控訴人のこのよう

な目論見が全く達成できないからに外ならない。

エ したがって，原判決の「本件ファスナーの『ＭＡＤＥ ＩＮ Ｕ

ＳＡ』又は『ＵＳＡ』の表示をとらえて，本件契約の本旨に反する契約違

反行為であり，本件契約の解除事由があるとまで認めることはできな

い。」（２５頁３行～５行）とした判断は，結論において正当である。

第４ 当裁判所の判断
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１ 当裁判所も，原判決と同様の理由により，控訴人の本訴請求及び被控訴人の

反訴請求を認容すべきものと判断する。その理由は，以下のとおり改めるほ

か，原判決１４頁１３行～２６頁５行（「第３ 当裁判所の判断」）記載のと

おりであるから，これを引用する。

２ 錯誤無効の主張について

(1) 原判決１８頁１２行～２３行を，次の(2)のとおり改める。

(2) 「ア 控訴人の主張は，Ｂから紹介された相手方と思って被控訴人と本

件契約を締結したが，被控訴人は，Ｂから紹介された相手方でなかっ

たから錯誤があるというものである。

しかし，原判決１４頁１５行～１８頁１０行の認定事実によると，

控訴人は，被控訴人を本件契約の当事者と認識し，被控訴人と契約を

締結する意思で本件契約を締結したことは明らかであるから，契約の

相手方自体には錯誤はない。

控訴人の主張は，その相手方がＢから紹介された者であるかどうか

という点に錯誤があったというものであるところ，このような錯誤

は，契約を締結するに至った動機に関する錯誤にすぎないものであ

る。意思表示の動機は，表意者が当該意思表示の内容として契約の相

手方に表示した場合でない限り，法律行為の要素とはならない（最高

裁昭和２９年１１月２６日第二小法廷判決・民集８巻１１号２０８７

頁）ところ，相手方である被控訴人に，本件契約締結までに，本件契

約の相手方がＢから紹介された者であるかどうかという点が表示され

たことはない（原判決１６頁８行～１０行）から，これが法律行為の

要素の錯誤となるとは認められず，本件契約が無効になることはな

い。

イ 控訴人は，専用使用権は，物権的な権利であり，排他性を有してい

るものであって，いったん設定した後は，その範囲内においては，商
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標権者ですらその登録商標を使用することができなくなるものであ

り，加えて，商標法５３条により，商標権者には使用権者による登録

商標の使用を監督する義務が課されているから，控訴人が本件契約に

よって商標権の専用使用権を設定したということは，上記のような登

録商標の使用についての重大な制約と，使用権者に対する厳格な監督

義務を自らに課すということを意味する，と主張し，この主張に基づ

いて，Ｂから紹介された相手方と思って被控訴人と本件契約を締結し

たが，被控訴人は，Ｂから紹介された相手方でなかったことは，要素

の錯誤に該当すると主張するが，専用使用権の内容やそれに伴う商標

権者の義務が控訴人が主張するようなものであることは，上記アの認

定を左右するものではない。

ウ したがって，控訴人の錯誤の主張は理由がない。」

３ 商標法５３条及び不正競争防止法２条１項１３号の各該当性について

(1) 原判決２２頁下１行～２３頁１５行を，次の(2)のとおり改める。

(2) 「イ 商標法５３条該当性の有無

商標法５３条１項は，「専用使用権者又は通常使用権者が指定商品

若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務についての

登録商標又はこれに類似する商標の使用であって商品の品質若しくは

役務の質の誤認又は他人の業務に係る商品若しくは役務と混同を生ず

るものをしたときは，何人も，当該商標登録を取り消すことについて

審判を請求することができる。ただし，当該商標権者がその事実を知

らなかった場合において，相当の注意をしていたときは，この限りで

ない。」と規定している。したがって，同項に該当するためには，

「登録商標又はこれに類似する商標の使用であって商品の品質若しく

は役務の質の誤認又は他人の業務に係る商品若しくは役務と混同を生

ずるもの」をすることが必要である。
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本件ファスナーは，スライダーの本体部分又はプル部分の各表側に

本件商標の刻印が，同裏側に「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳ

Ａ」の刻印があり（原判決１９頁８行～１１行），「ＣＲＯＷＮ」と

「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」とが連続しているとか，

一体の商標と認められる程度に近接して表されているということはで

きないから，「ＣＲＯＷＮ」と「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ Ｕ

ＳＡ」とが全体として一つの商標を構成していると認めることはでき

ない。したがって，本件ファスナーには，「ＣＲＯＷＮ」という登録

商標が付されているものの，「ＣＲＯＷＮ」と「ＵＳＡ」又は「ＭＡ

ＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」とが一体となった「登録商標に類似する商標」

が付されているということはできない。そして，「ＣＲＯＷＮ」とい

う登録商標のみから，商品の品質若しくは役務の質の誤認又は他人の

業務に係る商品若しくは役務と混同を生ずるということもできないか

ら，被控訴人が「登録商標又はこれに類似する商標の使用であって商

品の品質若しくは役務の質の誤認又は他人の業務に係る商品若しくは

役務と混同を生ずるもの」をしたということはできず，商標法５３条

１項に該当する事実は認められない。

以上のとおり，商標法５３条１項に該当する事実が認められないの

であるから，同項を理由に取消請求をされる危険があるということは

できないのであって，この取消請求をされる危険があることを理由と

する控訴人の主張はいずれも採用することができない。

ウ 不正競争防止法２条１項１３号該当性の有無

(ア) 被控訴人が本件ファスナーに「ＵＳＡ」又は「ＭＡＤＥ ＩＮ

ＵＳＡ」の表示を付した行為（原判決１９頁８行～１１行）は，

不正競争防止法２条１項１３号が規定する原産地を誤認させるよう

な表示をする行為に当たる。
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また，①上記の被控訴人が本件ファスナーに「ＵＳＡ」又は「Ｍ

ＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の表示を付した行為，②被控訴人が商品カ

タログにおいて「フロントファスナー：クラウン社製スプリングカ

ムロック式」の表示をした行為（原判決２０頁７行～８行），③被

控訴人がホームページにおいて「クラウン社製スプリングカムロッ

ク式ジッパー」（原判決２０頁１８行～２０行）の表示をした行為

は，本件ファスナーが，クラウン社製のファスナーのヴィンテージ

物と誤信されるおそれがある行為であるから，不正競争防止法２条

１項１３号が規定する内容又は品質を誤認させるような表示をする

行為に当たる。」

４ 契約解除の有効性の有無

(1) 原判決２４頁６行～２５頁６行を，次の(2)のとおり改める。

(2) 「エ 解除の有効性について

(ア) 上記(2)のとおり，被控訴人には不正競争防止法２条１項１３

号に該当する行為が存する。

しかし，不正競争防止法２条１項１３号該当する行為があるから

といって，商標法等には，そのことから直ちに商標登録の取消しを

求めることができる規定があるわけでないから，控訴人が本件商標

登録を取り消される危険があるということはできない。そして，こ

のことに次の(イ)から(エ)の各事実を総合すると，本件契約を解除

することを相当とする事由があったということはできないから，控

訴人からの解除は認められないというべきである。

(イ) 被控訴人は，米軍のフライトジャケット愛好家のために，その

細部に至るまで忠実に再現しようとして，本件ファスナーの裏側の

「ＵＳＡ」や「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の刻印まで再現したもの

である（原判決１９頁４行～１１行）。そして，被控訴人は，被控
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訴人の商品を復刻品であると明示して販売しており，被控訴人の商

品の直接購入者の多くもそのようなものとして受け止めている（原

判決１９頁１２行～２１頁４行）。これらの事実は，本件ファスナ

ーについて原産地，内容，品質の誤認を生じることを妨げる重要な

事実であるということができる。

この点について控訴人は，本件ファスナーが使用されたジャケッ

トの流通量が多いことを主張するが，そうであるとしても，被控訴

人の商品の直接購入者の多くは，上記のとおり復刻品として受け止

めるのであって，また，流通先においても，必ずしも復刻品として

受け止められないということにはならないというべきである。

(ウ) 控訴人は，平成１５年１０月に，被控訴人から「ＵＳＡ」等と

刻印された本件ファスナー，その説明書及びカタログを受領した

（原判決１６頁１６行～２０行）。

そして，控訴人は，本件訴訟の原審における平成１８年１１月１

３日付け第一準備書面において，本件ファスナーに「ＵＳＡ」等と

刻印されていることや商品カタログの記載を理由として，催告をす

ることなく本件契約を解除する旨の意思表示（平成１８年１１月解

除）をしたのであって，それまで，上記(2)の本件ファスナーにつ

いての原産地，内容，品質の誤認を生じさせる行為を問題として被

控訴人に対して中止を求めたことはない。

この点について控訴人は，被控訴人がアメリカ製の輸入製品に本

件商標である「ＣＲＯＷＮ」を使用していると誤認してしまったと

主張するが，上記のとおり被控訴人は被控訴人の商品を復刻品であ

ると明示して販売しているのであるから，控訴人がアメリカ製の輸

入製品であると誤認したとの上記主張は直ちに採用し難く，仮にそ

のように誤認したとしても，被控訴人に問い合わせるなどすればア
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メリカ製かどうかは容易に判明するものと考えられる。

そうすると，上記(2)の本件ファスナーについて原産地，内容，

品質の誤認を生じさせる行為について，控訴人は，３年以上にわた

って問題としようとすればできたにもかかわらず問題としなかった

ところ，本件訴訟の途中である平成１８年１１月に，催告をするこ

となく本件契約解除の意思表示をし，さらに平成１９年５月にも解

除の意思表示をしたものであって，このような経緯からすると，上

記(2)の本件ファスナーについて原産地，内容，品質の誤認を生じ

させる行為を解除事由として重く見ることはできないというべきで

ある。

(エ) 被控訴人は，上記(ウ)の平成１８年１１月解除と平成１９年５

月解除の間である平成１９年３月２９日に，山崎商事に対し，スラ

イダーの本体部分裏側又はプル部分裏側に刻印された「ＵＳＡ」又

は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の文字を削除するようにとの指示を

し，新たな金型が製作されて，その金型による納品が開始されてい

る（原判決２１頁１７行～２４行）。また，被控訴人は，遅くとも

平成１９年７月には，ホームページ上にあった「クラウン社製」の

文字を削除するなどしている（原判決２２頁５行～９行）。なお，

控訴人は，山崎商事は「服飾付属品製造卸総合商社」であると主張

するが，そうであるからといって，同社に対する指示によって，ス

ライダーの本体部分裏側又はプル部分裏側に刻印された「ＵＳＡ」

又は「ＭＡＤＥ ＩＮ ＵＳＡ」の文字を削除することが行われな

いということはできないから，このことは，上記認定を左右するも

のではない。

上記(ウ)における控訴人側の対応に照らしてみると，被控訴人の

上記措置が不相当に遅延したものとまで認めることはできないので
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あって，被控訴人が上記措置を採っていることは，解除を妨げる事

情というべきである。

この点について，控訴人は，被控訴人は，２００７年秋冬物ジャ

ケットにおいて依然として「ＵＳＡ」等の刻印の入ったファスナー

が使用された商品を流通させるに至っており，その商品の回収を図

る等の措置を一切講じていないと主張するが，そうであるとして

も，これまでに述べた事情に照らすと，解除を認めることはできな

い。」

２ よって，原判決は相当であって，本件控訴は理由がないからこれを棄却し

て，主文のとおり判決する。
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